
東京都 知事記者会見 

平成28（2016）年12月22日（木） 

海外金融系企業の誘致促進等に向けた「当面の対応」について 

○ 本年１１月に「国際金融都市・東京のあり方懇談会」を設置し、 
  東京における金融の活性化に向けた抜本的な議論を開始。  

○ 併せて、資産運用会社やフィンテック企業等の誘致等に向けて、 
  「海外金融系企業の誘致促進等に関する検討会」を設置。 

○ 検討会での意見交換等を踏まえ、来年度から着手する 
  「当面の対応」を取りまとめた。 

 

＜「当面の対応」のポイント＞ 
 都が金融庁や民間事業者と連携して、海外金融系企業が日本に 
進出する前から、実際の事業開始に至るまで、進出段階別に 
きめ細かにサポートしていく。 
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海外金融系企業の発掘・誘致 

１ 都による発掘・誘致活動 

２ アクセラレータプログラム（起業加速支援プログラム） 

市場調査、ビジネスプラン策定、ライセンス登録準備等の 
無償コンサルティング 

海外のFinTech企業の優れた先端技術と国内金融機関等の 
ニーズとのマッチングを支援 

等 

来年度から２０２０年度までの４年間で４０社、 
海外金融系企業を誘致 
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日本進出後の手続支援 
１ 金融ビジネス相談機能の強化 

２ 英語解説書の整備 
ライセンス登録手続等に関する解説書の作成（金融庁が監修） 

金融庁との連携により、 
海外企業の日本進出に必要な法的手続等をサポート 

金融ワンストップ支援サービスの開設 
： 専門家による金融関連の法規制上の複雑な手続の情報提供等 
  （金融庁が新たに設置する相談窓口と連携） 

東京開業ワンストップセンターにおけるサービス拡充 
： 英語申請対応の導入、サテライトセンターの設置等 
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大手町から、日本橋を経て兜町に至るまでの地区における 
国際金融都市の実現 

日本橋川 

日本銀行 

東京駅に直結する約7,700㎡のインター
ナショナルスクールを低層部に整備 

東京証券 
取引所 

聖路加メディローカス 
（外国人医師の特例制度の活用） 

東京駅 

ＪＰビル 
（金融ワンストップ支援サービス） 

主な銀行・証券会社・ 
保険会社本店 
ビジネス交流拠点 

法律事務所・監査法人 

第2回国家戦略特区シンポジウム東京都資料（H28.9.12）をもとに作成 

今後、都及び国の関与による官民連携の 
プロモーション推進組織のあり方を検討 



東京都 知事記者会見 

平成28（2016）年12月22日（木） 

検討会での意見交換を踏まえた今後の検討事項 
 法人、個人税制のあり方 税制の見直し 

規制等のあり方 
 金融等に関する各種規制の見直し、受託者責任（フィデュー

シャリー・デューティー）の確立・定着 

英語環境の整備 

資産運用業者の 
育成 

 法令等の英語化、各種窓口における相談・申請等の英語対応 等 

 シードマネーの供給促進、資産運用業者と機関投資家等との 
マッチング機会の創設 等 

投資教育の充実  国民の金融リテラシー教育、金融人材の育成に向けた専門教育 

「国際金融都市・東京のあり方懇談会」において議論し、 
今後策定する新たな構想に反映 


